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１．背景 

我が国港湾の国際競争力を強化するため、平成２２年８月、阪神港と京浜港の２港を

「国際コンテナ戦略港湾」に選定し、平成２３年には、コンテナターミナル等の一体運

営を行う株式会社指定制度（港湾運営会社制度）の創設等を行う港湾法改正を行った。 

同法では、阪神港、京浜港の各々に１を限って港湾運営会社を指定し、同社が各港の

一体的かつ効率的な港湾運営に取り組むこととしている。 

しかしながら、阪神・京浜毎に一つの港湾運営会社を指定するには、種々の調整に時

間を要するところ、指定効果の早期発現のための暫定措置として、神戸港と大阪港の

各々、あるいは東京港と川崎港と横浜港の各々で、特例港湾運営会社を指定することが

可能となっており、神戸港と大阪港については、平成２４年１０月１７日に、横浜港に

ついては同年１２月２５日に特例港湾運営会社の指定を行ったところ。 

 

２．概要 

阪神港及び京浜港のうち横浜港に続いて、平成２５年９月に川崎臨港倉庫埠頭株式会

社及び東京港埠頭株式会社から特例港湾運営会社の指定申請がなされたところ。 

今般、厳正な審査を行い、適当と認められたため、平成２６年１月８日、国土交通大

臣が、川崎臨港倉庫埠頭株式会社及び東京港埠頭株式会社を、特例港湾運営会社に指定

した。 

特例港湾運営会社に指定されることにより、以下のメリットが得られるようになる。 

① 行政財産の貸付け 

国際戦略港湾において、その最も重要な事業基盤であるコンテナターミナル

等を構成する行政財産（国有港湾施設、港湾管理者が所有する港湾施設）の貸

付けを受けることができるようになり、自社施設とあわせ、当該港湾のコンテ

ナターミナル全体の一体運営が可能となる。 

② 無利子貸付制度の拡充  

現在、埠頭株式会社が港湾施設を整備する際に受けている無利子貸付制度（最

大６割）による支援について、最大８割まで適用されるようになる。 

③ 税制優遇措置 

国の無利子貸付け又は補助を受けて新たに整備する荷さばき施設等について

固定資産税・都市計画税が軽減（課税標準１／２）されるようになる。 

 

３．特例港湾運営会社指定申請者の概要 

 川崎臨港倉庫埠頭株式会社 東京港埠頭株式会社 

所在地 神奈川県川崎市川崎区千鳥町 22-3 東京都江東区青海 2-4-24 

資本金 100 百万円 16,855 百万円 

設立日 昭和 35 年 8 月 16 日 平成 19 年 10 月 25 日 

経営者 代表取締役会長 永野 幸三 

（元川崎臨港倉庫(株)代表取締役社長） 

代表取締役社長 平野 裕司 
（元日本郵船(株)代表取締役副社長） 

別紙１ 


